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(54)【発明の名称】 液晶表示装置

(57)【要約】
【課題】ＩＰＳモードの液晶表示装置の透過率の増大す
る。
【解決手段】共通電極２と画素電極５とを備えた第１基
板１と該第１基板に対向配置された第２基板１４と、該
第２基板の第１基板と対向面に凹部１９を有し、該第１
基板と該第２基板とで挟持された正の誘電異方性の液晶
９層を有することを特徴とする液晶表示装置。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】  共通電極と画素電極とを備えた第１基板
と該第１基板に対向配置された第２基板と、該第２基板
の第１基板と対向面に凹部を有し、該第１基板と該第２
基板とで挟持された正の誘電異方性の液晶層を有するこ
とを特徴とする液晶表示装置。
【請求項２】  前記凹部によって形成される前記液晶層
の厚みの変動幅が約０.１～３μｍである請求項１に記
載の液晶表示装置。
【請求項３】  前記凹部の底が前記共通電極に対向する
領域または／および前記画素電極に対向する領域にある
請求項１に記載の液晶表示装置。
【請求項４】  前記凹部の実質的な中心が前記共通電極
に対向する領域または／および前記画素電極に対向する
領域にある請求項１に記載の液晶表示装置。
【請求項５】  前記凹部の底または前記凹部の実質的な
中心が、前記共通電極の実質的な中心または／および前
記画素電極の実質的な中心にある請求項１に記載の液晶
表示装置。
【請求項６】  前記第１基板上の共通電極と画素電極の
少なくとも一方が透明電極である請求項１に記載の液晶
表示装置。
【請求項７】  前記第１基板上の前記共通電極と前記画
素電極が、画素の開口部で少なくともその部分が絶縁層
を介して重畳するよう形成されている請求項１に記載の
液晶表示装置。
【請求項８】  前記凹部の幅は、前記第１基板上の隣り
合う二つの電極の隙間の距離の約１／４～３／４の幅を
有する請求項１に記載の液晶表示装置。
【請求項９】  前記凹部の底が前記第１基板に対して実
質的に平面で、かつ、平行な場合、該凹部の底の実質的
な中心が前記電極に対向し、その平面部の幅が隣り合う
二つの電極間の実質的な中心部分を中心とし、隣り合う
二つの電極の隙間の距離の約１／４～３／４の幅を有す
る請求項１に記載の液晶表示装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】本発明は液晶表示装置に関
し、特に正の誘電異方性を有する液晶のインプレーン・
スイッチングを利用した液晶表示装置に関する。
【０００２】
【従来の技術】従来の液晶表示装置は、ツイステッドネ
マチック（ＴＮ）表示モードに代表されるように、基板
面に対してほぼ垂直な電界を印加する表示モードを採用
している。しかし、ＴＮ表示モードでは、視野角特性が
劣ると云う問題がある。
【０００３】一方、インプレーン・スイッチング（Ｉｎ
－Ｐｌａｎｅ  Ｓｗｉｔｃｈｉｎｇ：ＩＰＳ）表示モー
ドが、特公昭６３－２１９０７号、ＵＳＰ４３４５２４
９号、ＷＯ９１／１０９３６号、特開平６－１６０８７
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８号等の公報により提案されている。
【０００４】このＩＰＳ表示モードでは、液晶駆動用の
電極が液晶を挟持する一対の基板のうち一方の基板上に
形成され、液晶には基板面に対して平行な成分を持つ電
界が印加される。このＩＰＳ表示モードでは、ＴＮ表示
モードに比較して広い視野角が得られる。
【０００５】図１４は、このＩＰＳ表示モードを利用し
た液晶表示装置の画素部分の構成の一例を示す模式断面
図である。
【０００６】基板８１の表面に平行な成分を持つ電界を
印加するための共通電極８２と、画素電極８５とを備
え、該基板８１に対向配置される基板９４と、基板８１
と基板９４とに挟持された正の誘電異方性を有する液晶
８９と、絶縁膜８４と、絶縁膜８４上の液晶８９に接触
する面上に形成された液晶配向制御層（以下、配向膜と
呼ぶ）８８と、基板８１、基板９４の液晶に面しない側
の面上に形成され、液晶の配向状態に応じて光学特性を
変える偏光板９５を備えている。
【０００７】画像表示は、基板８１と平行な成分を持つ
電界を共通電極８２と画素電極８５とによって液晶８９
に印加し、液晶８９を基板８１とほぼ平行な面内で回転
させることによって行う。
【０００８】
【発明が解決しようとする課題】上記のＩＰＳ表示モー
ドは、基板８１と平行な成分を持つ電界を利用して画面
表示を行うモードであるが、利用する電界は、正確には
共通電極８２および画素電極８５の近傍では、基板８１
に対して垂直な成分を有している。そのため、液晶，Ｖ
ｏｌ.２、Ｎｏ.４、第３０３～３１６頁（１９９８）等
で報告されているように、正の誘電異方性を有する液晶
を利用した場合には、共通電極８２および画素電極８５
の近傍で、基板８１に対し垂直方向に液晶が立上がって
しまう。その結果、液晶表示装置の透過率は、後に説明
するような機構で低下する。
【０００９】本発明の目的は、上記の液晶の立上がりの
効果を抑制し、高い透過率を持つ新規な構成を有するＩ
ＰＳモード液晶表示装置を提供することである。
【００１０】
【課題を解決するための手段】上記目的を達成する本発
明の要旨は次のとおりである。
【００１１】〔１〕  共通電極と画素電極とを備えた第
１基板と該第１基板に対向配置された第２基板と、該第
２基板の第１基板と対向面に凹部を有し、該第１基板と
該第２基板とで挟持された正の誘電異方性の液晶層を有
することを特徴とする液晶表示装置にある。
【００１２】前記凹部によって形成される前記液晶層の
厚みの変動幅は約０.１～３μｍが望ましい。
【００１３】〔２〕  前記凹部の底が前記共通電極に対
向する領域または／および前記画素電極に対向する領域
にあるか、または、前記凹部の実質的な中心が前記共通
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3
電極に対向する領域または／および前記画素電極に対向
する領域にある前記の液晶表示装置にある。
【００１４】前記凹部の底または前記凹部の実質的な中
心が、前記共通電極の実質的な中心または／および前記
画素電極の実質的な中心にあることが好ましい。
【００１５】また、前記第１基板上の前記共通電極と前
記画素電極が、画素の開口部で少なくともその部分が絶
縁層を介して重畳するよう形成されていてもよい。
【００１６】〔３〕  前記凹部の幅は、前記第１基板上
の隣り合う二つの電極の隙間の距離の約１／４～３／４
の幅を有する前記の液晶表示装置にある。 *
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*【００１７】前記凹部の底が前記第一基板に対して実質
的に平面で、かつ、平行な場合、該凹部の底の実質的な
中心が前記電極に対向し、その平面部の幅が隣り合う二
つの電極間の実質的な中心部分を中心とし、隣り合う二
つの電極の隙間の距離の約１／４～３／４の幅を有する
のがよい。
【００１８】
【発明の実施の形態】ＩＰＳ表示モードの透過率（Ｔ）
は、次式〔１〕で表される。
【００１９】
【数１】

      Ｔ＝Ｔ
0
・sin2（２χ）・sin2（（・ｄ・Δｎ

eff
／λ）  

    …〔１〕〔但し、Ｔ
0
：補正係数、χ：液晶の実効的な光軸と入

射光の偏光方向とのなす角、ｄ：液晶層の厚み、Δｎ

eff
：液晶の実効的な屈折率異方性、λ：入射光の波

長〕。
【００２０】従って、液晶８９の実効的な配向方向と入
射光の偏光方向とのなす角χがπ／４ラジアン（４５
度）のとき、かつ、実効的なリターデーション（ｄ・Δ
ｎ

eff
）が入射光波長（λ）の半分のとき、透過率が最

大となる。ここで、リターデーション（ｄ・Δｎ
eff
）

は、画素の構成で決定される値である。

【００２１】一方、液晶８９の実効的な配向方向と入射
光の偏光方向とのなす角χは、共通電極８２と画素電極
８５とによって発生する電界によって制御される値であ
り、これによって画像表示を行う。
【００２２】また、ＩＰＳ表示モードにおける液晶配向
変化のしきい値電圧（Ｖ

th
）は、一般に次式〔２〕で表

される。
【００２３】
【数２】

      Ｖ
th
＝（π・Ｌ／ｄ）／〔Ｋ

2
／（ε

0
・｜Δε｜）〕    …〔２〕

〔但し、Ｌ：電極間ギャップ、Ｋ
2
：液晶のツイストの

弾性定数、ε
0
：真空誘電率、Δε：液晶の誘電率異方

性〕。
【００２４】従って、しきい値電圧（Ｖ

th
）を下げる手

段として、電極間ギャップ（Ｌ）を狭めるということが
考えられる。電極間ギャップ（Ｌ）を狭めた場合、図１
４に示した電極基板１８０を、図２（ａ）に示すよう
に、基板８１上に共通電極８２と絶縁膜８４ａとを配置
し、その上に画素電極８５と絶縁膜８４ｂとを配置し、
その上に配向膜８８を形成することによって、電極間ギ
ャップ（Ｌ）をゼロにすることも可能である。このと
き、電極として透明電極を使用すれば、光が電極を透過
するため、開口率を確保することができる。
【００２５】また、共通電極８２と画素電極８５とが重
畳するような配置も可能である。さらには、図２（ｂ）
に示すように、共通電極８２を基板８１上にベタ状に配
置することも可能である。この配置を利用すれば、電極
のパターニングは容易になり、また、共通電極８２と画
素電極８５の位置合わせも容易になる。
【００２６】しかしながら、電極間ギャップ（Ｌ）を狭
めていくと、共通電極８２と画素電極８５とによって発
生する電界は、基板８１に対して平行な成分だけではな
く、基板８１に対して垂直な成分も顕著になってくる。
特に、共通電極８２および画素電極８５上では垂直な成
分も大きく、正の誘電率異方性を有する液晶８９を用い
た場合、共通電極８２および画素電極８５上近傍では基
板８１に対して平行方向に回転するだけではなく、基板

８１に対して垂直方向にも電界に追随して立上がる。
【００２７】なお、図２（ｂ）に示すように、共通電極
８２をベタ状に配置した場合には、画素電極８５上近
傍、および、２つの隣り合う画素電極８５同士の中心近
傍の液晶８９が、基板８１に対して平行方向に回転する
だけではなく、基板８１に対して垂直方向にも立上が
る。
【００２８】ここで、正の誘電率異方性を有する液晶８
９が、基板８１に対して垂直方向に立ちあがると、実効
的な屈折率異方性（Δｎ

eff
）が低下し、実効的なリタ

ーデーション（ｄ・Δｎ
eff
）も低下する。

【００２９】前記式〔１〕によると、実効的なリターデ
ーション（ｄ・Δｎ

eff
）が低下した場合、透過率が低

下する。このとき、透過率が画素内で均一に低下するの
であれば、屈折率異方性（Δｎ）の大きい液晶を用いる
か、あるいは液晶層の厚み（ｄ）を均一に増大させる等
の方法で、透過率の低下を補正することが可能である。
【００３０】しかし、ここでは電極上近傍の透過率が低
下し、画素内で透過率の異なる部分が生ずるために、上
記の屈折率異方性の増大または液晶層の厚みの均一な増
大等の手法では、透過率の低下を補正することはできな
い。即ち、電極上近傍の透過率はその周囲に比較して低
下し、透過率が画素内で異なる部分を持つため、液晶表
示装置全体の透過率も低下する。
【００３１】以上のように、正の誘電異方性を有する液
晶をＩＰＳ表示モードに適用すると、電界を印加したと
き、電極上近傍の液晶分子が立上がるためにリターデー
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5
ションが低下し、それが面内分布を持つために透過率も
低下する。
【００３２】これを解決する本発明について図を用いて
説明する。図１は液晶表示装置の構成を説明する画素部
分の模式断面図である。液晶表示装置は、共通電極２と
画素電極５とを備えた基板１と、該基板１に対向配置さ
れ基板１に面する側に突起３を設けたることにより液晶
層側に凹部を形成した基板１４と、基板１と基板１４と
に挟持された正の誘電異方性を有する液晶９と、絶縁膜
４，基板１４および突起３上の液晶９と接触する面上に
形成された配向膜８と、基板１、基板１４の液晶面側と
反対の面上に形成された偏光板１５を備えている。
【００３３】なお、突起３は開口率の低下を防ぐため、
なるべく透過率の高い樹脂や無機材料等が望まれる。例
えば、アクリル樹脂、ＩＴＯ（Ｉndium－Ｔin－Ｏxid
e）膜等を用いて形成することができる。さらにまた、
液晶用の配向膜材料を使用してもよい。
【００３４】突起３によって形成された凹部１９によっ
て、その下の液晶層が厚くなるが、該凹部１９によって
形成される液晶層の厚みの変動幅は約０.１～３μｍと
するのが望ましい。
【００３５】また、本発明の効果を得るためには、凹部
の底が共通電極２に対向する領域１９ａと画素電極５に
対向する領域１９ｂの部分にあるか、あるいは凹部の実
質的な中心が共通電極２に対向する領域１９ａと画素電
極５に対向する領域１９ｂとの少なくとも一部分にある
か、あるいは、凹部の底が基板１に対してほぼ平行で実
質的に平面の場合は、凹部の底の実質的な中心が対向す
る領域１９ｂの部分にあればよい。
【００３６】このように凹部１９を形成する突起３の配
置、および、形状の例を図３～５に示す。
【００３７】上記において、突起３により形成される凹
部１９は全て共通電極２と画素電極５の部分に配置する
ことが好ましいが、図３（ａ）あるいは（ｂ）に示すよ
うに必ずしも全てに形成，配置されていなくとも、後に
説明するような透過率増大の効果は得られる。即ち、図
３ｂに示すように、突起３の形状は統一されていなくと
もよい。また、図４（ａ）に示すように、電極に対向す
る領域に二つ以上の凹部があってもよいし、図４（ｂ）
に示すように、突起３の配置の間隔が統一されず、ま
た、凹部の底が電極の中心に対向する領域からずれてい
てもよい。
【００３８】上記の突起は、フォトリソグラフィ法を複
数回行うなどによって、複数の凹部を形成することが可
能であるが、図５（ａ）に示すように、複数の凹部１７
ａおよび１７ｂがある場合でも、凹部１７ａの実質的な
中心が共通電極２に対向する領域と画素電極５に対向す
る領域の部分にあればよいし、図５（ｂ）に示すよう
に、凹部１７ｃの底が、共通電極２に対向する領域ある
いは画素電極５に対向する領域からはみ出していても、
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凹部１７ｃの実質的な中心が共通電極２または画素電極
５に対向する領域の部分にあればよい。
【００３９】後に説明するように、凹部の形成によっ
て、液晶分子が立ち上がる領域の液晶層の厚みが大きく
なっていれば、透過率増大の効果が得られる。
【００４０】但し、より大きな効果を得るためには、図
１に示すように、凹部の底の実質的な中心が、共通電極
２のほぼ中心に対向する領域１９ｍ、および、画素電極
５のほぼ中心に対向する領域１９ｎにあり、凸部の頂点
の実質的な中心が、共通電極２の中心と画素電極５の中
心とで形成される間のほぼ中心に対向する領域１９ｐに
あることが最も望ましい。
【００４１】以上のように凹部が配置されるよう突起３
を形成することによって、共通電極２近傍および画素電
極５近傍の液晶層の厚みを、他の部分よりも大きくする
ことができる。
【００４２】これにより、共通電極２近傍および画素電
極５近傍では、液晶分子が立上がるため、実効的な屈折
率異方性（Δｎ

eff
）が低下するが、液晶層の厚み

（ｄ）が大きくなるために実効的なリターデーション
（ｄ・Δｎ

eff
）の低下は軽減され、前記式〔１〕から

分かるように透過率の低下も軽減される。
【００４３】ここで、図１（ａ）における基板１，共通
電極２，画素電極５，絶縁膜４および配向膜８を有する
電極基板１００を、図２（ｂ）に示すように、上層の画
素電極８５の両端と下層の共通電極８２とが画素の開口
部で重畳するような構成とした場合には、図６に示すよ
うに、凹部の底またはその実質的な中心が、基板１上の
共通電極２と画素電極５とのうち、上層に位置する上層
電極に対向する領域と、隣り合う二つの上層電極間の実
質的な中心部を中心とし、隣り合う二つの上層電極の隙
間距離の約１／４～３／４の幅を有する領域に対向する
部分となるように突起３を形成する。
【００４４】この突起３の配置および形状は、図３～図
５に例示する様に、配置がとびとびでもよく、形状が統
一されてなくともよいし、電極に対向する領域に二つ以
上の凹部があってもよいし、配置の間隔が統一されず、
また、凹部の底が電極の中心に対向する領域からずれて
いてもよいし、複数の凹部が組み合わされていてもよい
し、凹部が非対称であってもよい。
【００４５】但し、より大きな効果を得るには、図６に
示すように凹部の底、凹部の実質的な中心あるいは凹部
の底の実質的な中心が、上層の画素電極５のほぼ中心に
対向する領域と、隣り合う二つの画素電極５間のほぼ中
心に対向する領域に突起３を形成することが望ましい。
【００４６】凹部が以上のように配置されるよう突起３
を形成することによって、上層にある画素電極５近傍、
および、隣り合う二つの画素電極５間のほぼ中心の液晶
層の厚みを、他の部分よりも厚くすることができ、これ
によって先に説明したように、透過率が増大する。
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7
【００４７】透過率が増大する機構は、次のようにも説
明できる。図１（ａ）に示すように液晶分子９ｃの立ち
上がりによって、図１（ｂ）に示すように実効的な屈折
率異方性（Δｎ

eff
）が電極間隔を周期として変動する

が、図１（ｃ）に示すようにその変動を相殺するように
液晶層の厚み（ｄ）を変動させれる。これにより、図１
（ｄ）に示すように実効的なリターデーション（ｄ・Δ
ｎ

eff
）は実質的に一定となり、透過率も画素面内で一

定となる。
【００４８】ここで、液晶の屈折率異方性（Δｎ）ある
いは液晶層の厚み（ｄ）または両者を調整すれば、透過
率の向上を図ることができる。
【００４９】従って、液晶分子の立上がる領域の液晶層
の厚みが、他の部分よりも大きくなっておれば、同様に
透過率の向上を図ることができるため、図７に示すよう
にガラス基板１４を加工することによっても、透過率の
向上を図ることができる。ガラス基板の加工は、レーザ
ー加工、研磨器による直接微細加工等によってガラス表
面を削ってもよいし、スパッタリング等によってガラス
表面に突起を付加してもよいし、スタンパで加圧成形し
てもよい。
【００５０】また、突起３の形状は、図１に示すように
実効的なリターデーション（ｄ・Δｎ

eff
）を一定にす

るような形状が望ましい。しかし、実効的な屈折率異方
性（Δｎ

eff
）の変動を完全に相殺できるよな形状を作

製することが困難な場合には、図８（ａ）～（ｅ）に示
すような形状の突起であっても、液晶層の厚みを変動さ
せることができ、透過率の向上を図ることができる。熱
処理によってメルト性を示す樹脂の使用や、エッチング
液と樹脂との選択によって、さまざまな形状の突起を形
成することもできる。
【００５１】さらに、図７に示した基板１４を図９
（ａ）～（ｅ）に示すような形状に加工しても、液晶層
の厚みを変動させることができ、透過率の向上を図るこ
とができる。
【００５２】なお、カラーフィルタは図１０に示すよう
に、対向基板１０１の基板１４上に形成することができ
る。このとき、カラーフィルタ保護膜と同じ材料を用い
て突起３を形成することもできる。また、突起３の形状
や大きさを調整することによって、突起３上にカラーフ
ィルタを形成することもできる。
【００５３】〔実施例  １〕図１１は本発明の一実施例
の構成を説明する画素部の模式断面図である。また、図
１２は電極構成と突起の位置関係を説明する画素部の平
面図である。
【００５４】ここで、図１２では偏光板７５、基板６
１，７４、配向膜６８、液晶６９、絶縁膜６４ａ，６４
ｂは省略されており、図１１は図１２のＡ－Ａ’断面の
模式図である。
【００５５】本実施例の液晶表示装置は、図１１および
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図１２に示すように、共通電極６２と画素電極６５とを
備えた基板６１と、基板６１に対向配置され、基板６１
に面する側に突起６３を形成，配置することで凹部を有
する基板７４を有する。
【００５６】さらに、基板６１と基板７４との間に挟持
された正の誘電異方性を有する液晶６９と、絶縁膜６４
ａ，６４ｂ、基板７４、突起６３上の液晶６９に接する
面上に形成された配向膜６８、基板６１と基板７４の液
晶に面しない側の表面に形成された偏光板７５を有す
る。
【００５７】突起６３によって形成された凹部の底の中
心は、共通電極６２の中心に対向する位置、および、画
素電極６５の中心に対向する位置にそれぞれあり、突起
６３によって形成された凸部の中心は、共通電極６２の
中心と画素電極６５の中心とが作る間隔の中心に対向す
る位置にある。
【００５８】基板６１としては厚みが０.７ｍｍのガラ
ス基板を使用した。基板６１上には薄膜トランジスタ
（ＴＦＴ：図示省略）、共通電極６２、画素電極６５、
絶縁膜６４ａ，６４ｂ、配向膜６８を形成し、ＴＦＴ基
板１６０とした。
【００５９】ＴＦＴはアモルファスシリコンを用いて作
製した。共通電極６２および画素電極６５は、透明性、
加工性に優れたＩＴＯを使用した。共通電極６２と画素
電極６５との間隔を１μｍ、共通電極６２および画素電
極６５の電極幅をいずれも３μｍとした。
【００６０】絶縁膜６４ａ，６４ｂは窒化珪素からな
り、膜厚をそれぞれ０.２μｍ，０.８μｍとした。
【００６１】画素数は１０２４×３×７６８個とし、配
向膜６８は膜厚を８０ｎｍとし、その表面には液晶を配
向させるためのラビング処理を施した。
【００６２】基板７４としては厚みが０.７ｍｍのガラ
ス基板を使用した。基板７４上には突起６３、カラーフ
ィルタ（図示せず）、配向膜６８を形成し、対向基板１
６１とした。
【００６３】突起６３はアクリル系樹脂を使用した。ま
た、加工の容易さから図８（ａ）に示すような断面矩形
状のものを採用した。ガラス基板７４上にスピンコート
によって０.５μｍ程度の厚みにアクリル系樹脂の薄膜
を作製し、フォトリソグラフィ法によって、図１１，図
１２に示すように突起６３が形成されるようパターニン
グした。幅は１.８μｍとした。配向膜６８は膜厚を８
０ｎｍとし、その表面には液晶を配向させるためのラビ
ング処理を、通常行なわれる方法で施した。
【００６４】上記基板１６０と１６１との間に、直径３
μｍの高分子ビーズを分散させ、屈折率異方性が０.０
９４７の液晶６９を挟持した。ＴＦＴ基板１６０と対向
基板１６１との液晶に面しない側の表面上に、偏光板７
５をクロスニコルに配置して液晶表示装置を作製した。
【００６５】図１３は、本実施例の液晶表示装置の駆動
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9
回路の構成図である。液晶表示装置には、駆動ＬＳＩが
接続され、ＴＦＴ基板１６０の上に走査電極駆動用回路
３０、信号電極駆動用回路３１、共通電極駆動用回路３
２を接続し、電源回路およびコントロール回路３３から
走査信号電圧、映像信号電圧、タイミング信号を供給
し、アクティブマトリクス駆動を行った。なお、図１３
においては、ＴＦＴ１８の負荷として、各画素毎に液晶
（Ｃ

LC
）と容量素子（Ｃ

S
）が接続される。

【００６６】なお、比較例１として、図１１における突
起６３を形成していない図１４に示すような従来の液晶
表示装置を作製した。
【００６７】以上のように作製した本実施例の液晶表示
装置と比較例１の液晶表示装置の透過率を評価したとこ
ろ、図１５に示すように本実施例ものの最大透過率は、
比較例１のものに比べ５.９％の上昇が見られた。
【００６８】〔実施例  ２〕図７に示すように、基板
１、ＴＦＴ（図示省略）、共通電極２、画素電極５、絶
縁膜４ａ，４ｂ、および、配向膜８を有するＴＦＴ基板
１４０は、図１１に示す実施例１のＴＦＴ基板１６０と
同じである。
【００６９】従って、基板１４と配向膜８とからなる対
向基板１４１の構成について説明する。基板１４の加工
はスパッタリングによって行った。加工の形状はマスク
のパターンや、試料とマスクとの距離、マスクと基板と
の距離、試料と基板との距離を変えることによって調整
することができる。本実施例では図７に示すような波状
に加工した。凹部によって形成される液晶層の厚みの変
動幅は０.６μｍ、凹部の周期は４μｍであった。配向
膜８は膜厚を８０ｎｍとし、その表面には液晶配向のた
めのラビング処理を施した。
【００７０】以上のように作製した本実施例の液晶表示
装置、および、前記比較例１の液晶表示装置の透過率を
評価したところ、本実施例ものの最大透過率は、比較例
１のものに比べ４.８％の上昇が見られた。
【００７１】〔実施例  ３〕図１１における突起６３
を、図８（ｅ）に示すような形状のものを採用した以外
は実施例１のものと同じである。従って、突起６３の形
成について説明する。
【００７２】突起６３は、熱処理によってメルト性を示
す樹脂を使用した。ガラス基板７４上にスピンコートに
よって０.８μｍ程度の厚みに樹脂の薄膜を形成し、次
に、フォトリソグラフィ法によって、矩形にパターニン
グした後、熱処理によって図８（ｅ）に示されるような
形状に成型した。
【００７３】以上のように作製した本実施例の液晶表示
装置、および、前記比較例１の液晶表示装置の透過率を
評価したところ、本実施例ものの最大透過率は、比較例
１のものに比べ８.２％の上昇が見られた。
【００７４】〔実施例  ４〕図６に示すように、共通電
極４４ａをベタ状に配置した以外は実施例１のものと同
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じである。
【００７５】本実施例の液晶表示装置は図６に示すよう
に、共通電極２と画素電極５とを備えた基板１と、基板
１に対向配置され、基板１に面する側に突起３が配置さ
れて凹部が形成された基板１４と、基板１と基板４とに
挟持された正の誘電異方性を有する液晶９と、絶縁膜４
４ａ，４４ｂ、絶縁膜４４ｂ，基板１４，突起３上の液
晶９に接触する面上に形成された配向膜８と、基板１，
基板１４の液晶に面しない側の表面上に形成された偏光
板１５を有する。
【００７６】突起３によって形成された凹部の底は、上
層にある画素電極５の中心に対向する位置と、隣り合う
二つの画素電極５間の中心に対向する位置とにある。
【００７７】基板１としては厚みが０.７ｍｍのガラス
基板を使用した。基板１上には薄膜トランジスタ（ＴＦ
Ｔ：図示省略）、共通電極２、画素電極５、絶縁膜４
ａ，４ｂ、配向膜８を形成した。
【００７８】ここで、共通電極２を基板１上にベタ状に
配置し、その上層に絶縁膜４４ａ，４４ｂを介して画素
電極５をストライプ状に配置した。
【００７９】ＴＦＴはアモルファスシリコンを用いて作
製した。共通電極２および画素電極５は、透明性，加工
性に優れたＩＴＯを使用した。隣り合う画素電極５との
間隔を３μｍ、画素電極５の電極幅を３μｍとした。
【００８０】絶縁膜４ａ，４ｂは窒化珪素をからなり、
膜厚をそれぞれ０.２μｍ、０.８μｍとした。画素数は
１０２４×３×７６８個とした。また、配向膜８は膜厚
を８０ｎｍとし、その表面には液晶を配向させるための
ラビング処理を施した。
【００８１】基板１４としては厚みが０.７ｍｍのガラ
ス基板を使用した。基板１４上には突起３、カラーフィ
ルタ（図示省略）、配向膜８を形成した。
【００８２】突起３の形成には、熱処理によってメルト
性を示す樹脂を使用した。ガラス基板７４上にスピンコ
ートによって０.８μｍ程度の厚みに樹脂の薄膜を形成
した。次にフォトリソグラフィ法によって、矩形にパタ
ーニングした後、熱処理によって図８（ｅ）に示される
ような形に成型した。
【００８３】配向膜８は膜厚を８０ｎｍとし、その表面
には液晶を配向させるためのラビング処理を施した。
【００８４】これらの基板間に直径３μｍの高分子ビー
ズを分散させ、屈折率異方性が０.０９４７である液晶
９を挟持した。ＴＦＴ基板１２０と対向基板１２１との
液晶に面しない側の表面上に偏光板１５をクロスニコル
に配置した。
【００８５】本実施例の液晶表示装置は、図１３に示す
ように駆動ＬＳＩが接続され、ＴＦＴ基板１２０の上に
走査電極駆動用回路３０、信号電極駆動用回路３１、共
通電極駆動用回路３２を接続し、電源回路およびコント
ロール回路３３から走査信号電圧、映像信号電圧、タイ
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ミング信号を供給し、アクティブマトリクス駆動を行っ
た。
【００８６】なお、比較例２として、図６における突起
３が形成されていない液晶表示装置を同様に作製した。
【００８７】以上のように作製した本実施例の液晶表示
装置、および、上記比較例２の液晶表示装置の透過率を
評価したところ、本実施例ものの最大透過率は、比較例
２と比べ９.２％の上昇が見られた。
【００８８】
【発明の効果】本発明によれば、対向基板に凹部を形成
することによって、画素電極および共通電極の近傍の液
晶分子の立上がりによるリターデーション（ｄ・Δｎ

eff
）の分布を補正することができ、より高い最大透過

率を示す液晶表示装置を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の液晶表示装置の構成を示す模式断面図
と、本発明の作用との関係を説明する図である。
【図２】本発明の一実施例である液晶表示装置の電極構
成を説明する模式断面図である。
【図３】液晶表示装置に設けた突起の位置と形状の一例
を示す模式断面図である。
【図４】液晶表示装置に設けた突起の位置と形状の一例
を示す模式断面図である。
【図５】液晶表示装置に設けた突起の位置と形状の一例
を示す模式断面図である。
【図６】本発明の一実施例の液晶表示装置の模式断面図
である。
【図７】本発明の一実施例の液晶表示装置の模式断面図
である。 *
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*【図８】本発明の液晶表示装置の突起形状の模式断面図
である。
【図９】本発明の液晶表示装置の対向ガラス基板形状の
模式断面図である。
【図１０】本発明の液晶表示装置の対向基板の構成を説
明する模式断面図である。
【図１１】本発明の一実施例の液晶表示装置の模式断面
図である。
【図１２】図１１の平面図である。
【図１３】本発明の一実施例の液晶表示装置の駆動回路
の説明図である。
【図１４】従来の液晶表示装置の構成の一例を説明する
模式断面図である。
【図１５】本発明の実施例１と比較例１の液晶表示装置
の透過率を評価したグラフである。
【符号の説明】
１，１４，６１，７４，８１，９４…基板、２，３８，
６２，８２…共通電極、３，６３…突起、４，４ａ，４
ｂ，４４ａ，４４ｂ，６４ａ，６４ｂ，８４ａ，８４ｂ
…絶縁膜、５，６５，８５…画素電極、８，６８，８８
…配向膜、９，６９，８９…液晶、９ｃ…液晶分子、１
５，７５，９５…偏光板、１７ａ，１７ｂ，１７ｃ，１
９…凹部、１８…ＴＦＴ、１９ａ，１９ｂ，１９ｍ，１
９ｎ，１９ｐ…対向する位置、３０…走査電極駆動用回
路、３１…信号電極駆動用回路、３２…共通電極駆動用
回路、３３…電源回路およびコントロール回路、３６…
信号電極、３７…走査電極、１００，１８０…電極基
板、１０１，１２１，１４１，１６１…対向基板、１２
０，１４０，１６０…ＴＦＴ基板。

【図６】 【図７】
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